
平成１９年度 島本町水道事業報告書 

１．概  況 

(１)総括事項 

 ①給水状況について 

 本年度における給水人口は、２万９，６０６人（前年度２万９，３６０人）で、前年度

に比べて２４６人の増加となり、行政区域内人口も２万９，５６２人（前年度２万９，３

１５人）で、前年度に比べて２４７人増加しています。 

 一日最大配水量は、前年度比３９５㎥（３．８％）減の１０，０６５㎥、一日平均配水

量は、前年度比７６㎥（０．９％）増の９，０８４㎥となりましたが、前年度同様１万㎥

を大きく割り込んでいます。また、年間総配水量は、３３２万４，８３８㎥（前年度３２

８万７，８５７㎥）で前年度に比べて３万６，９８１㎥（１．１％）の増加、年間有収水

量は、３１２万５２０㎥（前年度３１３万１,７３７㎥）で前年度に比べて１万１,２１７

㎥（０．４％）減少しています。なお、有収率は、前年度より１．４ポイント減少し９３．

９％となりました。水需要につきましては、住宅開発により給水人口及び給水世帯は増加

となっているものの節水意識の浸透や生活様式の変化の影響により、減少傾向が続いてい

ます。 

 

 ②建設改良事業について（税込み） 

 拡張事業では、第３・４低区配水池緊急遮断弁設置工事４，４１９万１，３５０円を実

施しました。 

 また、施設整備事業では、府道桜井駅跡線給配水管布設替工事３７６万９,５００円、

山崎給配水管布設替工事１，１６２万４，５９３円、大薮浄水場アスベスト対策工事１，

３３３万９，２００円、山崎給配水管布設替実施設計業務２２０万５，０００円、島本町

第四次拡張事業変更認可申請書作成業務２５７万２，５００円を実施しました。 

 



 ③経営について 

イ 収益的収支（税抜き） 

 収入総額は、６億３，５９７万４，７２７円（前年度対比８６２万５００円、１．４％

増、以下（ ）内は、前年度対比の増減額及び増減率）、支出総額は、５億１，８５２万

３,７９６円（△３，９３４万３２９円、７．１％減）で当年度純利益は、１億１，７４

５万９３１円(４，７９６万８２９円、６９．０％増）となりました。累積では、２億９，

８６０万５,８３１円の黒字となっています。 

 主な収入としましては、営業収益で水道使用料５億６，０２２万５,４７０円（△１６

３万２,２１０円、０．３％減）、営業外収益で負担金２，６７３万３,３４３円（２，２

４０万９，５１８円、５１８．３％増）、下水道受託収益１，０１３万６,１０７円（△７

０１万３，７２５円、４０．９％減）、他会計繰入金（退職に伴う一般会計負担分外）２，

３９４万１,０５７円（△７３１万６,７７７円、２３．４％減）です。 

 主な支出としましては、営業費用で人件費（退職給与金を除く）８，３２５万７，２８

３円(△１，９３４万５，４４４円、１８．９％減)、減価償却費で１億４，１０１万６６

４円（４２６万６,０９２円、３．１％増）、営業外費用で支払利息４１８万４,０１８円

（△２３０万４，６３８円、３５．５％減）、他会計繰出金（一般会計職員退職に伴う水

道会計負担分）２２１万３，５００円（△１，８３９万９０４円、８９．３％減）です。 

  ロ 資本的収支（税込み） 

 収入総額は、５，９７９万９，０００円（３，８９１万８，３５０円、１８６．４％増）、

支出総額は、１億１,０３０万４,９０９円（△７，９１５万８,８９０円、４１．８％減）

で、差引５,０５０万５，９０９円の資金不足を生じましたが、減債積立金、過年度分損

益勘定留保資金等で補てんしました。 

 主な収入としましては、加入金４，８５９万円（４，０５８万円、５０６．６％増）、

大薮浄水場アスベスト対策工事に伴う国庫補助金３９９万９,０００円（３７３万４,００

０円、１，４０９．１％増）、特別開発負担金７２１万円（４３０万円、１４７．８％増）



です。 

 主な支出としましては、拡張事業費４，４１９万１,３５０円（△６,５６２万３,９５

０円、５９．８％減）、施設整備事業費３，７１６万６,８９３円（１，６３５万５，８９

３円、７８．６％増）、企業債償還金１，４８０万１,０１４円(△２，４３７万９３６円、

６２．２％減）です。 

 これらの結果、本年度末における資金余裕額は、前年度より２億４，２７７万８，５２

０円増の１１億６,７９７万８，５８４円となりました。また、引当金につきましては、

修繕引当金では２８万５,５００円を取崩し、４,９４３万９,１９４円、退職給与引当金

では２，６９０万３,６００円を積立て、１億５，８０４万７９９円となり合計で２億７

４７万９,９９３円となりました。この結果、差引き正味運転資金は、前年度より２億１,

６１６万４２０円増の９億６,０４９万８,５９１円となっています。 

 以上のとおり、平成１９年度は大幅に純利益が増加いたしました。この要因として、営

業費用及び営業外費用で退職に伴う人件費、他会計繰出金が減額となったこと、また、営

業外収益で住宅開発による負担金が増額となったことによるものであり、給水収益は依然

として減少となっております。今後は、住宅開発による給水人口の増加により水需要の増

加が予想されますが、更なる企業経営の健全化と、より一層の効率的な事業運営を図りな

がら、安全で安心な水の供給に努めます。 


